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印紙
	土地売買契約書	Comment by 菰田泰隆: 今回は、「高難度業務を取り扱うための条文、通達の読み方と解釈法」がテーマでした。そこで、実際に典型的な売買契約書雛形から、条文の解釈が問題になりそうな箇所をピックアップしてみます。
	
	

	
	
	
	
	

	
	　売主○○○○（以下「甲」という。）と買主○○○○（以下「乙」という。）は、本日次のとおり土地売買契約を締結する。
（売買）
第１条　甲は乙に対し、別紙物件目録記載の土地（以下「本件土地」という。）を代金総額金○○○○万円也にて売り渡し、乙はこれを買い受ける（以下「本契約」という。）。
（実測による売買代金の修正）
第２条　甲は本契約締結後直ちに本件土地を実測する。測量費用は甲の負担とする。
　　２　本件土地の面積は実測によるものとし、実測された面積がこれと異なるときは、１平方メートル当たり金○○万円の割合により売買代金を修正する。	Comment by 菰田泰隆: 「これ」のような代名詞を用いるときは、これが何を指しているのかが一目瞭然でなくてはなりません。この条文では、「実測された面積」と「登記簿上の面積」を比較して代金額の修正を行っていることから、「これ＝登記簿上の面積」だと思われます。しかし、その内容が全く明記されていないので、推測で読んでいかなくてはなりません。
このような推測を挟むと、解釈の余地を生んでしまうので、明確に記載するようにしましょう。
（手付け）
第３条　乙は甲に対し本契約締結と同時に手付金として金○○○万円を支払うものとする。	Comment by 菰田泰隆: 契約締結と同時に支払うのであれば、契約書に押印する席上で現金の授受が行われるはずです。だとすれば、「支払うものとする」ではなく、「支払った」ことを確認しておいた方が良いでしょう。
　　２　手付金は、第４条⑵に定める売買残代金の支払の際無利息にて売買代金の一部に充当される。	Comment by 菰田泰隆: 「無利息にて」というのが、意味不明です。
本来的に、手付金の返還が予定されているのであれば、その返還時に利息を付すかどうかという問題になりますが、今回の契約書には手付金が返還される旨の条文はありません。したがって、無利息であることは当然であり、敢えて規定する必要はないでしょう。
利息とは、あくまで主となる金銭債務があって初めて成り立つ概念ですが、今回の利息契約が付される主な債務が何なのかが全く特定されていません。
　　３　手付金は解約手付けとし、相手方が本契約の履行に着手する前において、甲は手付金を倍返しすることにより、乙はこれを放棄することにより、本契約を解除できる。
（代金の支払）
第４条　乙は甲に対し、第１条に定める代金を次のとおり支払う。
　　　⑴　平成○年○月○日限り、中間金として金○○○○万円
　　　⑵　平成○年○月○日限り、第５条に定める所有権移転登記手続及び第６条に定める本件土地の引渡を受けるのと引き換えに、売買残代金として金○○○○万円（うち金○○○万円は第３条により交付された手付金を充当する。）	Comment by 菰田泰隆: 残代金の支払時期を定めていますが、「所有権移転登記手続」とはどの日を指すのかが不明です。（登記申請日なのか、完成日なのか）また、土地の引渡しとは、何をもって引渡しと定義するのかが不明です。
この状況では、●月●日が残代金の支払日と明確に特定できない事案が多数発生するでしょう。
（所有権移転登記）
第５条　甲は乙に対し、平成○年○月○日限り、第４条⑵に定める売買残代金の支払と引き換えに、本件土地につき所有権移転登記手続を行う。
　　２　所有権移転登記に要する登記費用は乙の負担とする。
　　３　第１項に定める登記手続については、その登記手続に必要な書類一式を交付することをもってこれに代えることができる。
（引渡）
第６条　甲は乙に対し、第４条⑵に定める売買残代金の支払と引き換えに、本件土地を現状有姿のまま引き渡す。	Comment by 菰田泰隆: 土地の引渡しなので、何をもって引渡しと呼ぶかを明確化しておくべき。
（担保権等の抹消）
第７条　甲は乙に対し、第５条に定める所有権移転登記手続を行うまでに、本件土地について抵当権、質権、先取特権及び賃借権等の乙の完全なる所有権の行使を妨げる一切の負担を抹消しなければならない。
（危険負担）
第８条　本契約成立後本件土地引渡までの間に、本件土地の一部又は全部が甲又は乙の責めに帰すことのできない事由により滅失又は毀損したときは、その滅失又は毀損による危険は甲が負担する。
（公租公課の負担）
第９条　本件土地に対する公租公課は、本契約の成立する日の属する年の○月○日を基準とし、第６条に定める引渡日までを甲の負担とし、その翌日以降分を乙の負担とする。	Comment by 菰田泰隆: 「負担とする」とだけ記載しても、その後の流れが見えません。おそらく、この不動産の固定資産税は、売主である甲に請求が行き、ひとまず甲が全額を支払います。その後に乙が引渡し以降の分を負担するのであれば、それがどのようにして支払われるか、売買代金額で調整するのか等を決めておくべきでしょう。
（解除）
第10条　甲又は乙が本契約に違反した場合、その相手方は相当の期限を定めその履行を催告しなければならない。
　　２　前項の場合において、本契約に違反した当事者が催告に従った履行をしないときは、相手方は本契約を解除できる。
（解除の場合の代金等の返還）
第11条　甲の債務不履行を理由として乙が本契約を解除したときは、甲は乙に対し、第12条⑴の規定に従い金○○○万円の違約金を支払うほか、受領した金員にその受領のときから年○パーセントの割合による利息を付して返還する。
　　２　乙の債務不履行を理由として甲が本契約を解除したときは、甲は、第12条⑵の規定に従い第３条により交付を受けた手付金を違約金として没収し、その他の金銭については、同条⑵に定める違約金を控除したうえ、なお残額のあるときはこれに解除のときから年○パーセントの割合による利息を付して返還する。
（違約金）
第12条　前条に従い本契約が解除されたことによる損害賠償等は次のとおりとし、これを超える損害賠償請求はできないものとする。
　　　⑴　甲の債務不履行を理由として乙が本契約を解除したときは、甲は乙に対し、前条第１項の規定に従い既に受領した金員にその受領の時から年○パーセントの割合による利息を付して返還するほか、更に、違約金として金○○○万円を支払う。
　　　⑵　乙の債務不履行を理由として甲が本契約を解除したときは、乙は甲に対し、違約金として、第３条により交付した手付金を放棄し、さらに金○○○万円を支払う。
（契約締結費用の負担）
第13条　本契約締結に要する費用は、甲乙折半とする。
（管轄）
第14条　本契約に関する一切の紛争は、○○地方裁判所をもって第一審管轄裁判所とする。	Comment by 菰田泰隆: 「管轄裁判所」とだけ定めると、単なる選択的合意管轄にしかなりません。管轄のある裁判所を１つに特定したいのであれば、「専属的管轄裁判所とする」と記載しなくてはなりません。
　本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、各自その１通を所持する。
　　平成○年○月○日	Comment by 菰田泰隆: この契約書は、一般的な契約書ひな形集に掲載されている典型的な契約書です。それでも、これだけ気になる点があります。
契約書とは、約束事を書き込む書類ですから、絶対に疑義が生じないように、しっかりと定義などを気にしながら作成しなくてはなりません。
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